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はじめに

長崎県の児童生徒数は，急激な少子化の進行の中で長期にわたり減少し続けており，

それに伴い学校数の減少と複式学級の増加が顕著である。全国の複式学級数については，

北海道（1,185学級），鹿児島県（519学級），岩手県（309学級），広島県（254学級）

が突出しているが，長崎県も上記の4道県に続く多さである。複式教育に関する実践的

な研究は，本県にとって重要な課題となっている。

平成17年度，18年度の2年間にわたり，長崎大学，鹿児島大学，琉球大学三大学の

教育学部の連携事業として「新しい時代の要請に応える離島教育の革新」を主題とした

共同研究が行われた。その研究の柱のひとつとして複式学級指導の改善が設定された。

島喚部の多い県に設置されている国立大学法人の教育学部として，島の子どもたちを理

解し，地域の教育事情に応じた教育実践の充実に貢献していくことは重要な使命である，

と考え複式教育の研究に着手した。

長崎大学教育学部では，学部における研究の開始に先立ち，平成16年に附属小学校

に低学年複式学級を創設し，平成18年度には低学年，中学年，高学年の3つの複式学

級が完成している。附属小学校における複式教育の研究は着実に前進しているが，附属

学校と協働して教員養成や地域教育の充実に向けた教育実践研究に努めなければならな

い大学教員として，まずは，教員自身が複式教育をしっかりと理解することから始めな

ければならない状況にあった。この2年間，鹿児島大学，琉球大学と連携し，沖縄県，

鹿児島県，長崎県の学校訪問と複式学級での授業参観を継続する中で，複式教育につい

ての理解を一歩進めることができたと考える。複式教育の実情と課題についても，わず

かではあるが明らかになってきている。この2年間にわたる研究の成果を報告する。

1　長崎県の小学生，中学生の数および学校数

平成18年度学校基本調査によると，長崎県内の小学生及び中学生の人数ならびに学

校数は表1に示すとおりである。

表1長崎県における小学校児童数，中学校生徒数ならびに学校数（各年5月1日現在）

区　 分
・学　 校　 数 （校 ） 児 童 ・生 徒 数 （名 ）

1 4 年 15 年 1 6 年 1 7 年 18 年 14 年 1 5 年 16 年 17 年 1 8 年

小　 学　 校 430 4 26 419 4 16 4 12 95，747 94，226 92，219 90，363 88，482

中　 学　 校 2 15 2 14 216 2 14 2 13 53，865 51，685 50，020 49，101 48，275

※　平成18年度学校基本調査結果を基に作成

平成18年度の小学校の数には国立学校1校，私立学校5校が含まれているので公立

小学校の数は406校である。しかし，休校している小学校が県下で9校あるので，実質

は分校を含めて397校である。また，中学校数には国立学校1校，私立学校13校が含
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まれており，現在の公立中学校の数は県立校2校を含めて 198校である。

平成 18年 5月現在の児童数は平成 17年度と比較して 1，881名の減少であり，これ

はお年連続の減少である。国立学校及び私立学校に在籍する児童を除いた，公立小学

校に通学する児童は 87，004名である。また，中学生数は，前年度比較 826名減で，こ

れは 10年連続の減少となっている。

2 長崎県における複式学級保有学校数及び複式学級数

( 1 ) 複式学級を保有する学校数

小学校の学級編成については，学校教育法施行規則第 19条「小学校の学級は，同学

年の児童で編成するものとする。ただし，特別の事情がある場合においては，数学年の

児童を一学級に編成することができる。Jとあるロまた，中学校の学級編成についても，

この 19条が準用される。そして，公立義務教育諸学校の学級編成及び教職員定数の標

準に関する法律の第三条において「公立の義務教育諸学校の学級編成は，同学年の児童

又は生徒で編成するものとする。ただし，当該義務教育諸学校の児童又は生徒の数が著

しく少なし、かその他特別の事情がある場合においては，政令で定めるところにより，数

学年の児童又は生徒を一学級に編成することができる。(以下略)Jと規定し， r二の学年

の児童で編成する学級Jの児童また生徒の数を，小学校では 16名(第 1学年の児童を

含む学級にあっては8名)，中学校においては 8名を基準として示している。

休校中の公立小学校を除く 397校のうち複式学級を保有する学校数は前年度比 9校増

の 102校であり，県下の公立小学校の 25.1%が複式教育を行っていることになる。公立

小学校以外に，国立大学法人長崎大学教育学部附属小学校に 3学級，諌早市内小長井町

にある私立聖母の騎士小学校に 3学級開設されている。

中学校については，長崎市に 5校(南中学校，土井首中学校開成分校，伊王島中学校，

高島中学校，池島中学校)五島市に 4校(嵯峨島中学校，久賀中学校，蕨中学校，椛島

中学校)，西海市に 1校(平島中学校)，松浦市に 1校(青島中学校)の計 11校に複式

学級 11学級が編成されている。長崎市内の 5校について，土井首中学校開成分校は，

長崎県の児童自立支援施設開成学園に開設されている土井首中学校の分校であり，伊王

島，高島，池島の 3校は，市と町の合併により平成 17年度から長崎市立となった中学校

である。いずれも，炭鉱の町として栄えていた町の学校で、あったが，炭鉱閉山後は急激

に人口が減少し，今日では過疎地となっている島艇部にある中学校である。また，五島

市の 4校も福江島本島の属島である久賀島，嵯峨島，椛島という人口の減少の著しい地域

に在る学校であり，また，松浦市立青島中学校は松浦市の沖合約 6.5km，伊万里湾の入

り口に浮かぶ農業と養殖漁業を中心とした第一次産業中心の島に在る小学校と併設の中

学校である。西海市の平島中学校は，崎戸島から商へ 32km，西彼杵半島からは 50km

ほども離れているが，わずか 6km先には新上五島町の中通島がある，市の最西端の島，

平島にある小中学校であり 3小学生7名F 中学生 1名の小規模学校である。

表 2は，公立小学校における複式学級について，地域別にまとめたものである。表中

複式学級数欄の各地域上段は r75条学級Jも含めた各地域の全学級数に占める複式学

級数の割合を示したものである。対馬市 (26.0%)，新上五島町 (20.2%)，五島市(15.8%)，

平戸市(12.9%)と，島興部に多いことが分かる。しかし，長崎県の複式教育について語

られるとき，島l興部の学校が注目されがちであるが，南島原市 (13.5%)や雲仙市 (5.3%)

の山間部の学校にも焦点をあてることを怠ってはならないことが分かる。
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表 2 地域別に見た長崎県の複式学級数(平成 18年度児童・生徒数から作成)

地 域
複式学級

複式学級数
二つの学年の組み合わせ

保有校数 1・2年 2・3年 3・4年 4・5年 5・6年 その他

長崎市 10校 19(2.1 %) 4学級 0学級 8学級 0学級 7学級 0学級

23，881名 77校 891学級 22名 名 64名 0名 75名 0名

佐世保市 8 19(3.4%) 3 2 6 1 7 。
15，230名 46 564 22 16 48 13 68 。
大村市 2 4(1.8%) 。 1 1 1 1 01 

6，207名 15 218 。 4 14 4 11 。
平戸市 8 18(12.9%) 4 1 6 1 6 。
2396名 22 140 23 3 62 15 65 。
松浦市 3 5(5.5%) 。 。 3 。 2 。
1，655名 13 91 。 。 26 。 16 。
対馬市 18 40(26.0%) 6 4 11 2 14 3 (1・3，4・6)

2，262名 29 154 32 38 97 19 

壱岐市 6 12(9.6%) 3 2 4 。
1，922名 20 125 11 27 30 。
五島市 11 23(15.8%) 7 1 6 1 

2，591名 27 146 33 13 75 10 

西海市 4 9(7.5%) 2 1 2 。
1，914名 18 120 10 13 13 。
雲仙市 5 8(5.3%) 。 3 1 1 

3115名 22 151 。 39 6 2 

南島原市 10 23(13.5%) 3 3 7 2 

3050名 31 171 21 41 78 13 

東彼杵町 2 2(6.9%) 。 。 1 。
509名 4 29 。 10 。

新上五島 8 20(20.2%) 4 3 4 。
1，509名 18 99 16 44 37 。
北松浦郡 2 4(30.8%) 。 1 。 。
143名 2 13 。 3 。 。
計 102 206 36 22 60 9 

注1 平成 18年度長崎県児童・生徒数資料を基に作成した(国立，私立は除く)。

注2 平成 18年 4月に実施された市，町の合併による新市に基づいて作成した。
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注3 南島原市は，平成 18年 3月 31日に発足するが，合併予定の町を合計して作成した。

注4 北松浦郡の 2校は，小値賀町立小値賀小学校大島分校と小値賀町立斑小学校。
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注5 複式学級の編成されていない島原市，諌早市，小値賀町以外の北松浦郡内の町，時津町，長与町につ

いては記載していない。

なお，中学校では， 1年・ 2年の複式学級が 9学 級 (46名)であり，2年と 3年による

複式学級の編成は松浦市立青島中学校の 1クラス (6名)だけである。



(2)小学校における複式学級の編成

206の複式学級の内， 5・6学年〈高学年)の学級数が 70学級 (34.0%) と最も多く，次

いで 3・4学年(高学年)の 60学級 (29.1%)， 1・2学年(低学年)の 30学級 (16.1%)の!慣

となっている。学校の事情によっては， 2・3年学級(22学級)や 4・5年学級(8学級)という

変則複式学級を編成しなければならない場合もあり，とび学年複式学級も 7学級編成さ

れている。 2・3学年の変則複式学級では， 2学年では生活科の授業があり， 3学年では総

合的な学習がそれに変わる，また， 4・5学年の変則複式学級では， 5年生で家庭科が新

たに加わるなど，教育課程の編成や教科指導上の困難が生じる恐れもある。

現在の複式学級は 2個学年で編成されているが，過去には 3個以上の学年での編成や

全ての学年の児童を 1つの学級に編成する単級と呼ばれる学級も存在していたが r公
立義務教育諸学校の学級編成及び教職員定数の標準に関する法律Jの改正とともに複複

式学級は認められなくなり， 1974年以降は 2個学年による複式学級が編成されている。

3 複式教育実践上の諸課題

長崎大学教育学部附属小学校では平成 16年 4月に 1・2学年の複式学級を創設し，そ

の年度の初等教育研究発表会において「第 1回複式教育について語る会jを開催した。引

き続き，平成 17年度には 3・4学年の複式学級を開設するとともに， r第 2回複式教育に

ついて語る会Jを開催した。第 1回，第 2回ともに百数十名の参加者とともに，複式教

育のあり方について熱心な協議が展開された。また，教育学部の教員や附属小学校の副

校長，複式教育室の教員を中心に県内あるいは他県の学校を訪問し，複式教育に関する

研鎖を深めてきた。そのなかで多くの教師，学校関係者から訴えられた課題の幾っかに

ついて述べてみたい。なお，平成 18年度の長崎大学教育学部附属小学校の初等教育研

究発表会においても「よりよい学び方や他へのかかわり方をはぐくむ複式教育」のテー

マで、研究発表と協議会が実施され多数の参会者によって熱心な討議が行われている。

(1 )複式教育に関する教師へのアンケ}ト調査の結果から

表3 r複式教育についての教師の思いjの因子構造

質問項目 E 

7直接・間接指導が生じ学習が停滞する 0.83 0.02 

11 2個学年のため子どもたちの気が散りやすい 0.72 ー0.12

8間接指導時に思考の中断が生じる 0.72 ー0.16

9練り合いができずに思考が深められない 0.49 0.05 

10人数のアンバランスにより指導が困難である 0.46 ー0.11

5個々の特性を伸ばすことができる ー0.01 0.88 

4個人差に応じた指導ができる ー0.10 0.84 

1間接指導時に主体的学習ができる 一0.30 0.45 

3上位学年は，既習学習が深められる 一0.01 0.03 

2下位学年は，先行学習ができる 0.04 ー0.04

6お互いに協力し合って学習できる ー0.10 -0.13 

13教材研究が 2個学年分で時間がかかる 0.22 0.02 

12個々の個人差が大きい 0.38 0.03 

E N 

0.00 一0.11

一0.03 ー0.09

0.20 一0.02

0.03 -0.02 

ー0.08 0.17 

-0.11 0.21 

0.04 ー0.08

0.13 0.38 

0.84 0.16 

0.70 0.04 

0.14 0.73 

0.05 0.42 

-0.02 0.18 

三大学連携研究の一環として，小規模・へき地学校に勤務する小中学校の教員に対し

て質問紙による調査を実施した。最初に，今回の調査の中で取り上げられた複式教育に
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関わる調査結果について紹介することにする。

① f複式教育についてJ教員が抱いている思い

複式教育に関わる 13項目について，あてはまる (4点)，ややあてはまる (3点)，あ

まりあてはまらない (2点)，あてはまらない (1点)の 4件法で回答を求めた。 79人

の有効回答をもとに因子分析を行ったところ， 4因子が抽出された。

第 1因子は「複式教育の持つ困難な側面j に関わる項目群であり，第 2因子は「複式

教育のプラス面J，第 3因子は「学ひや方の特徴j である。第 4因子として，子どもたち

の学び合いのよさと教師の側の教材研究における困難さが同じ群として抽出されている

が，これは，有効回答の大多数が fあてはまるJrややあてはまるj と回答したことによ

る結果であり，本来，異質の項目であると考える。

4つの因子ごとに， 4件への回答比率及び平均点，標準偏差を表 4から表 7に示した。

表4 r複式教育についてj第 1因子(複式教育の困難面)の回答度数と百分率

項目 4* 3* 2* 1* 平均(SO)

7直接・間接指導が生じ学習が停滞する
6 51 16 4 

2.77(067) 
74.0覧 26.0覧

11 2個学年のため子どもたちの気が散りやすい
11 32 27 9 

2.58(0.87) 
54.4明 45.5覧

8間接指導時に思考の中断が生じる
5 52 18 3 

2.75(0.61 ) 
73.1略 36.9% 

9練り合いができずに思考が深められない
22 41 15 

3.08(0.74) 
79.8% 20.2% 

10人数のアンバランスにより指導が困難である
10 32 31 5 

2.62(0.79) 
53.9% 46.1% 

注 *を付した数字は r4 (あてはまる)J r 3 (ややあてはまる)J r 2あまり当てはまらないJJ

r 1 (あてはまらない)Jである。

「複式教育の困難面Jのなかで困難な面として多くの教師が指摘したのは「直接・間接

指導が生じ学習が停滞するJr間接指導時に思考の中断が生じるJr練り合いができずに

思考が深められないJであり，学年別指導時における「わたり Jのあり方，間接指導時

の子ども達の学びのあり方についての工夫が必要で、あること及び子どもの人数が少ない

ことからくる，多様なものの見方，感じ方，考え方を表現し合うことで一人一人の子ど

もの思考を深め，高めていくことの困難さを示しているといえる。

表5 r複式教育についてj第2因子(複式教育のプラス面)の回答度数と百分率

項目 4 3 2 平均(SO)

5個々の特性を伸ばすことができる
6 38 31 3 

2.60(0.70) 
56.4% 43.6% 

4個人差に応じた指導ができる
10 36 27 6 

2.64(0.82) 
58.3% 41.7句

1間接指導時に主体的学習ができる
17 38 21 3 

2.89(0.77) 
69.6% 30.4% 

表5は，少人数の複式学級のもつプラス面であり，複式教育の重要な課題の一つであ

-19-



る間接指導の在り方を工夫することで，子どもたちの主体的な学習を促進することがで

きるし，必要に応じて個別の関わりをもつことができる利点を示している。

表6 r複式教育について」第3因子(学習特性面)の回答数と百分率

項目 4 3 2 平均(SD)

3上位学年は，既習学習が深められる
2 34 37 5 

2.40(0.66) 
46.1% 53.9% 

2下位学年は，先行学習ができる
41 38 7 

2.30(0.63) 
42.3% 57.7% 

第 3因子は複式教育特有の学習特性に関わる因子である。複式教育では 2個学年の

内容を 2年間に配分し， A年度と B年度に分けて指導する場合がある。また，学年を越

えた合同学習，さらには学年別の指導を行う際の「ずらしJにおいて既習学習を深める

機会が増えることが予想される。また，下位学年においては先行学習に通じる場合もあ

る。しかし，学校現場で直接子どもの指導に従事している教員からは既習学習(46.1%)， 
先行学習 (42.3%) ともに肯定的な思いは否定的な思いを下回っていた。

複式学級における学習指導のあり方， rわたり j や「ずらしJの工夫，合同学習や集合

学習の進め方についての研究を深めていく必要があることを示しているといえる。

表 7r複式教育についてj第4因子(協同性)の回答度数と百分率

項目 4 3 2 平均(SD)

6 お互いに協力し合って学習できる
14 51 13 

2.97(0.64) I 
82.3% 17.7% 

13 教材研究が 2個学年分で時間がかかる
46 30 

3.55(0.57) 
99.4% 2.6% 

第 4因子は協同性に関わる因子である。学習することは，子どもたち一人一人の主体的

な活動であるが同時に自己と他者が互いにかかわりあうことによって認知機能を高め

ていく社会的p文化的な営みでもある。あるときは自ら学び，あるときは協同して学ぶ豊

かな集団生活を複式学級では形成しやすい状況にあるといえる。時として，変化に乏しく，

固定的な地位関係、が持続する対人関係に陥る危険も苧んでいるが，学校組織としての取

り組みと，教員の適切な学級づくりを通して，互いに協力し合って学習することのできる

社会風土を創生していくことが肝要となる。

教員の側の教材研究や指導計画の作成など，小規模校の，極めて少ない教員組織におい

ては，非常に困難な課題であると考える。単一の学校のなかでの教員相互の協同，組織的

な取り組みはもちろん必要なことであるが，限られた人員だけでの取り組みでは課題の

克服には繋がらないと考える。地域全体で協力し合い，研究し合う空間的な拡がりと，地

域の教育実践のなかで受け継がれてきた資源を活用し，そこに新しいものを付加してい

く時間的拡がりのなかで教授・学習過程，授業の充実を図る必要があると考える。先人の

教育実践を確実に記録し，それを今，此処での教育実践に生かしていくことが求められる。

②教員が，間接指導時に実践していること

複式学級を担当している教員に，学校での教育実践において3間接指導時に実践してい

ることを，表 8に示す 9項目の中から 3つ選んで回答していただいた。回答者は 75名で

ある。表 8~こはp回答比率の高い項目から 11頂に示した。
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表 8 間接指導時に実践している内容(回答数 75)

}I頂位 項 目 回答数(%)

1 「わたり Jや「ずらしJを工夫している。 59 (79%) 

2 ガイド学習を取り入れている。 40 (53%) 

3 学習方法の訓練の徹底を図っている。 36 (48%) 

4 市販のドリルやプリント等による学習を取り入れている。 28 (37%) 

5 自作のワークシートを利用している。 21 (28%) 

6 児童生徒同士の学び合いを行わせ，活性化を図っている。 18 (24%) 

7 学習指導資料等を活用している。 11 (15%) 

8 コンピュータ等の教育機器を活用している。 9 (12%) 

9 完全習得学習の学習形態を工夫している。 o ( 0%) 
*実際の回答数は 204です。

複式学級における学習指導においては，やはり，学年別指導を行う際のわたりやずら

しの工夫が何よりも重要になるし，各教員が一番大切にしていることがわかる口また，

児童生徒が自力解決に努力する間接指導時の子どもたちの学びを確保し，豊かな学習活

動を保証するために多様な工夫がなされていることがわかる。

「完全習得学習の学習形態Jについては回答数が Oで、あった。完全習得学習は，評価結

果を指導に生かしていく形成的評価の役割に着目し r学習内容の詳細な分析と教育目標

の細分化表の作成j， r診断的評価によって学習の前提となる能力を見きわめ3必要に応じ

て適切な補充指導を行う J， r学習の過程において適宜形成的評価を実施し，目標の達成

度を点検し，補習や深化学習を行う jという手順を通して全ての子どもたちが一定の水準

に到達することを目指す学習指導法である。複式学級においては常に個に応じた指導が

展開されており，結果として完全習得学習が日常的に行われていると考えることもでき

る。

③ 複式学級における学習指導についての今後の研究

複式学習指導法の研究について，今後どのような研究が必要であると考えるのかを

複式学級の指導にあたっている教員に尋ねた結果は表 9の通りである。

表 9 今後，必要と考える研究内容(回答数 83)

}I債位 研究内容 回答数(%)

1 教科や教材の特質に即した「指導法の研究J。 48 (57.8%) 

2 直接指導・間接指導などの問題解決のための「指導過程の研究J。 46 (55.4%) 

3 自ら学ぶ意欲や態度を育成する指導法の研究。 45 (54.2%) 

4 学習効果を上げるワークシート・資料等の活用法の研究。 38 (45.8%) 

5 特異な編成 (2年・3年など)における指導法についての研究。 31 (37.3%) 

6 小集団学習など「指導形態の研究j。 18 (21.7%) 

7 学習効果を高めるコンピュータ等の利用の研究ロ 12 (14.5%) 

8 学習の個別化を図る研究。 11 (13.3%) 

*総回答数は 249である。

指導法に関わる研究が必要であるとする回答が上位にきているが， r特異な編成に関す

る指導法の研究jへの要望も大きい。 2年と 3年，4年と 5年，1年と 3年など特異な編成

を行っている学級は長崎県で、 39学級である。今後の研究課題のーっとして積極的に取
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り組む必要がある。

(2)長崎県教育センター研修講座受講教員の事前提出資料から

長崎県教育センター (2003) には，同センターで実施した「プラス発想で取り組む複

式教育研修講座j受講教員に事前アンケートを実施し「学習指導上，現在あなたが工夫し

ていることJrこの講座で学びたいことj を尋ねているo

「学習指導上工夫していること(工夫したいこと)Jについては，①主体的な学習(小

集団・ガイド学習に②学年に応じた学習課題の準備，③間接指導を充実される指示の与え

方や工夫，④学習規律，⑤個に応じた支援や指導p⑥基礎基本の徹底や学習技能の定着，⑦

学習過程・わたり・ずらしの工夫，③学習環境(机，黒板の位置，掲示)の工夫などが挙

げられている。また「講座で学びたいこと j としては①ガイド学習について，②効果的

なの作成や教育課程・指導計画や編成，③複式授業の組み立て・ずらし・効果的なわたり，

④間接指導の充実・支援の仕方について，⑤学力差への対応，⑥少人数における話し合い・

練り上げのさせ方，⑦自学学習の工夫・自己学習力の充実，③複式支援講師との連携など

があげられている o

平成 18年度に授業を参観させていただいた対馬市立豆酸小学校瀬分校，五島市立盈

進小学校，五島市立岳小学校のいずれの学校においても，複式教育のもつ各課題に学校

としての組織的な取り組みをされていたが，ガイド学習への積極的な取り組みが顕著で、

あると感じた。また，子どもたち一人一人の主体的に学ぶ力を育むための工夫として，

複式支援教師の活用の仕方について熱心に議論されていたことも印象的で、あった。

(3)教科学習等の指導にかかわる課題

複式学級での学習は， 2個学年の児童が同じ教室で学習を進めていくのであるから，

指導方法の工夫が必要であり，教科等の特質を考慮して適切な指導方法を採用していく

ことになる。児童の発達段階や教科における系統性を重視した学習指導を考えるならば

学年別指導を行うことになる。学年別指導を行う際には一方の学年を直接指導3他方を間

接指導するか，あるいは，両学年間接指導の形式をとることになる。 1校時の中で直接指

導と間接指導を交互に行うことになるので 1つの学年を指導しているときにはその際の

「ずらしJや「わたり Jのあり方を工夫する必要がある。

① 間接指導 一方の学年に直接指導をしているとき、直接指導ができない他方の学

年に対して、児童生徒だけで学習活動が進められるよう、間接的な働きかけを行

うことである。児童生徒は自主的、主体的に学習を進め、自力解決を求めるので

あるから、間接指導の充実を図るためには、子どもたち自身が学習の進め方や小

集団で協同したり、討議しながら学習活動を展開するためのスキルを形成してお

く必要がある。

② わたり 直接指導と間接指導を組み合わせ、一方の学年から他方の学年へ交互に

移動して直接指導をしていくとき、教師は、学年聞をわたり歩くことになる。直

接指導から間接指導に移行する際、子ども達が間接指導時にどのようなめあてを

もって学習活動を進めればよいのかを明確に伝えておくことが大切である。間接

指導時にも子どもたちに時々目を配り直接指導に入る場合を「小わたり」とし、う o

③ ずらし 単式学級であれ、複式学級であれ、問題解決的な学習指導の基本的過程

は「課題把握J→「課題追究j →「解決・定着J→「適用・発展Jであるが、一

方の学年と他方の学年とでこの順序を入れ替え、一方が導入部で「課題把握j に

取り組んで、いるとき、他方の学年では前学習の「適用・発展j に取り組み、既習
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内容について高めたり、深めたり、生活に生かす工夫をする。その後、教師が直

接指導に入ったときに新しい学習の「問題把握j に取り掛かる。このように指導

の過程を両学年間でずらしていくことをいれ

④ わたりやずらしを効果的に行うためには、十分に吟味された指導案の作成と教材

の開発が前提となる。複式学級を有する学校の教員、あるいは直接複式学級を担

当している教員にとって課題となるのは、教材開発にかける時間、指導案を十分

に吟味検討する時間を如何にして確保していくかということである。一人一人の

教員の努力だけでは解決困難な課題である。学校全体の組織的な取り組み、同一

地域に在る学校、教員の支え合いという空間的な広がりの中での協同と、先達が

作り上げてくれた資源の活用という時間的な広がりと蓄積が不可欠となる。その

ためにも、貴重な資源を記録に残していく努力と、先輩教員の優れた指導方法を

受け継いでいくための学習の場を確保していく必要がある。近年、企業等におい

ては、優れた先輩社員が「良き指導者、良き理解者(メンター;mentor) Jとし

て若い、これから熟達していくことを期待されている社員(被後見人、被支援者;

mentee)を世話し、育成していくメンタリング(mentoring) と呼ばれる人材育

成法が採用されているが、教育の場においても効果的な研修を行う方法であると

考える。

⑤ 小集団での学び合い 学習は孤独な営みではない。様々な人々との交流の中で，

意見を出し合い話し合うことを通してなされる社会的な営みである。グィゴツキ

ー (Vygotsky， 1962，1978)の社会文化的理論を魁として， r社会や文化的文脈の

なかで自己と他者が互いに関わりあうことによって認知機能が発達するJと考え

る(佐藤， 2002)のである。

小集団による学習形態には多様なものがあるが3多くの学校において取り組ま

れている「ガイド学習Jもその 1形態である。ガイド役の児童生徒が，学習の進

行計画によって，文字通り学習をリードしていくのであるが，時としてp形式的なガ

イド学習になっている場合がある。毎授業時に定型的なガイド言葉が繰り返され

ることもある。少人数の児童生徒が磨き合う高め合う，お互いの学習目標を達成

するための足場を作っていくのであるから，集団としての話し合いができるよう

指導を深めていく必要がある。時には，教師が複数の役割を担って，異質な意見を

出し合い，多様な視点を提供することも必要となる。複式学級に限ったことではな

いが， r話し方Jr開き方(聴、き方)Jr討論のし方Jをしっかりと指導することが

大切である。

同単元指導を行う場合，例えば， AB年度方式をとる場合，転出入，あるいは教科書

等の変更などによる未学習の問題の発生や，逆に，既に学習している内容を再度学習す

る場合も出てくる。これは繰り返し案の指導でも言えるニとであり，学習意欲に影響す

ることも考えられる。教科等の指導にかかわる課題については，①間接指導の充実にむ

けた子供たち同士の学び合いのあり方，②子どもたちの多様な考え方を開きあい，繰り

合い，高め，深めあうための手だて，③集団で、の学習が必要な内容についての工夫，④

2つの学年の児童数が大きく異なるために，一方の学年に時間がかかってしまう，⑤課

題作りや学習材の準備等に 2学年分の量をこなさなければならない，⑥基礎学力の定着

が困難などの課題があげられる。ガイド学習，集団学習，合同学習などについての研究

を深める必要もある。
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教科外の指導に関わる課題、学校運営、教員研修等に関わる課題、社会教育施設にか

かわる課題など複式教育については多くの課題がある。今後さらに検討を加え、解決に

向けて取り組んでいかなければならない。

4 教員養成段階における複式教育指導法の教育

多くの小規模・へき地校があり，多くの複式学級を有する長崎県に在る教員養成学部と

して，小学校や中学校の教員になることを目指して勉学に励んでいる学生に対して，複

式教育についての理解を深め，複式学級における指導法について学ぶ機会を創出してい

くことは大学教員としての責務であると考える。

平成 18年度までの複式教育に関わる指導は①教育実習事前指導における附属小学校

教員による講義，②教育実習時における附属小学校での授業参観と代表学生による研究

授業であり，全て，附属小学校の教員に依存してきた。学部教員の積極的なかかわりは

皆無で、あった。その反省の上に立って，平成 19年度から学部において複式教育に関す

る講義を開講することにし，課程認定を受けることとした。免許法上の科目は教育課程

及び指導法に関する科目であり，授業科目名 f複式教育論J(2単位)として複式教育に

おける指導法について講義を進める予定である。教育実践にかかわる授業であるから，

大学の講義室だけで授業を進めるのであれば教育目標を達成することは困難で、ある。基

礎的な知識については大学の講義室で講義していくが，附属小学校(特に，複式教育室)

との協働，公立学校との連携が不可欠で、ある。また，複式教育講座を毎年開講するとと

もに，県下各地を巡回して複式教育の現地講座を関かれ現職の教員研修において成果を

あげておられる長崎県教育センターとの連携協力を図る必要がある。本学部では，本学

部における教員養成の充実と現職教員の研修を目的として長崎県下の各市の教育委員会

と教員研修・教員養成に関わる協力協定を取り交わしている。学校という教育実践の現場

での観察参加と講義を統合しながら，複式教育の理解と教育実践カの形成に努めていく

所存である。複式教育の指導法に関する授業を試行的に実施し，課程認定もすでに受け

ている琉球大学教育学部，鹿児島大学教育学部の取り組みを参考にしながら，授業内容

について決定していくことになる。
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